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研究成果の概要（和文）：本研究では、地域中小企業の直接投資が国内の生産にとってプラスになるか、マイナ
スになるか、またそれを決める要因とは何かを明らかにした。その結果、プラスになる企業は、国内外で需要先
が異なる、生産財や金属品・プレスを手掛けている。また、進出目的が国内生産の代替ではなく、市場・資源獲
得型であることがわかった。
このなかで需要先が異なる企業は海外事業が自立しており、これにより当該企業の経営者が国内事業に注力でき
る環境が整い、それが国内事業の好業績につながっていることが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：This study shows the correlation of Foreign Direct Investment(FDI) of Local 
SMEs in Japan to the volume of domestic production and point out the determining factors．Results 
revealed that the increase of domestic production of SMEs serves different customers between 
domestic and foreign markets, as well as production of capital goods, metal and stumping parts．In 
addition, the purpose of FDI investment is not an alternative to domestic production, but to capture
 foreign market and obtain management resource.
Among them, the foreign subsidiary with different customers from their parent company is 
independent. It gives parent company enough opportunity to develop new products for new target 
market which leads to productive performance in domestic business.

研究分野：中小企業論、国際経営論
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１．研究開始当初の背景 
「産業空洞化」の議論に象徴されるように、

中小企業の海外直接投資はこれまで地域経済
の発展にとって否定的な見解が多かった。しか
し近年、直接投資を行う企業の方がむしろ業績

がよく、売上や雇用の増大という効果を地域に
もたらすという見方が支配的になってきてい
る。これを裏付ける先行研究も少なくなく、さ

らに直接投資が企業の業績向上につながるメ
カニズムも解明されている。 
しかし、これらは少数の企業事例から導かれ

たものである。したがって需要先産業や保有技
術など異なる与条件をもつ企業も同様かにつ
いてまでは明らかにされていない。筆者は、こ

の与条件の違いによって国内業績が低迷する
企業もあるのではないかという問題意識をも
つ。 

 
２．研究の目的 
 本研究は以下の２つの研究目的からなる。 

(1)研究目的１：本研究では新たなメカニズム
についての追加的検討を行うとともに、一定量
の企業データからこの問題意識の正当性を明

示し、さらに業績向上・低迷の企業にどのよう
な特徴があるのか、その違いはどこから生じる
のかを明らかにする。 

(2)研究目的２：研究目的１の結果のなかで、
進出歴の長い企業には国内への効果がみられ
なくなった企業が存在すると想定される。海外

事業の先行きをみるうえにおいて先行的な指
標といえるが、そこには国内売上を拡大する企
業と縮小する企業の両者がみられるはずであ

る。この両者の差異を決める特徴は何か、その
際の国内売上の拡大・縮小に向かうメカニズム
を明らかにする。 

 
３．研究の方法 
(1)研究目的１ 

分析枠組み：先行研究や筆者の追加的検討か
ら海外事業が国内事業に及ぼす効果として以
下の４つのパターンが考えられる。 

パターン A：代替生産品が発生  
現行の生産品が海外移管されたが、その移管
先に自社の生産拠点をもつため、これに代わる

新規の仕事を顧客から受注することである。こ
うした顧客による「代替生産品が発生」も海外
拠点の存在が国内既存顧客からの受注を呼び

込むケースといえる。 
パターン B：海外を起点に仕事が発生  
海外で知り合った顧客やその紹介先との新

規取引が、国内で新たに始まる場合である。海
外では技術・納期などの理由で対応困難な生産

品が、これまで取引のなかった顧客から国内に
舞い込む。 
パターン C：海外の仕事の一部を代替 

B と同様に海外では対応困難、あるいは顧客
の都合などにより海外事業の一部、具体的には
開発、設計、生産準備など海外の量産にかかる

仕事（以下、支援業務とする）、もしくは部品
発注が自社の海外拠点や顧客から舞い込む。 
パターン D：直接的効果（パターン A～C）を受

けていない 
 
分析視点：本研究では、これらの効果による

国内売上への貢献をみるが、この A～D の効果
は恒久的なものではない。現地の発展動向など
によって増減したり、場合によっては消失（以

下、効果消失とする）したりすることも考えら
れる。これによって国内売上への寄与も変わる
が、ここではその変化を含めた長期的な売上の

トレンドに注目する。パターン A～D の効果に
より、国内売上が増加（横ばいを含む）トレン
ドにある場合を「プラス」、減少トレンドの場

合を「マイナス」とする。 
その際、プラスとマイナスの違いを決めるの
は企業の与条件であり、具体的には下記①～⑥

が考えられる。 
①  需要先産業との関係 
需要先産業、需要先の海外生産の進展度、生

産品にみるモデルチェンジ（更新需要）の頻度、
需要先が製品開発業務を行う国などである。 
②  生産品・技術との関係 
各企業の生産品と技術、海外で対応困難な技
術や納期、技術移転の難易度や生産品にみる労
働集約性などである。 

③  進出形態との関係 
直接投資には市場・資源獲得型（以下、獲得
型とする）と国内生産代替型（以下、代替型と

する）があり、獲得型は外延的な企業成長を目
指すプラスサム投資で、本国側の生産拡大に寄
与する。一方、代替型は国内生産・輸出を海外

生産に代替するゼロサム投資で、国内生産活動
に縮小させるとの指摘がある。 
④  進出歴との関係 
一般的に、進出歴が長いほど経営の現地化や
技術移転が進展すると考えられる。また国内事
業への影響も、時間の経過とともに現地の技術

力などが向上し、変化していくことが考えられ
る。 
⑤  進出国・拠点数との関係 



進出国の調達環境や人材の良否、輸入関税の
高低、また拠点数などである。 

⑥  経営者の属性との関係 
経営者の年代やキャリア、現地駐在状況など
である。 

 
分析方法：本研究では海外進出する中小企業
を特定地域から選び出し、そこにみられる効果

のパターン、国内売上のトレンドを把握する。
そのうえで各パターン、売上トレンドごとにグ
ループ化し、前記①～⑥を分析視点としながら

グループ内に共通する与条件を見出す。その際
の特定地域については需要先産業も揃い、海外
進出する企業が多い長野県中小企業（39 社）を

対象にヒアリング調査を実施した。 
 
(2)研究目的２ 

研究目的１の成果から得た国内売上を拡大
する企業、縮小する企業にみられる差異・特徴
を踏まえ、いくつかの仮説を設定し、39 社のな

かから該当する企業データを使って、その拡
大・縮小のメカニズムを考察する。 
 

４．研究成果 
(1)研究目的１：39 社のデータを収集・分析の
結果、海外事業が国内事業に及ぼす効果にはプ

ラスだけでなく、マイナスもみられる。分析結
果（下表参照）を通じて、このプラス（表中の
○）、マイナス（同×）を決めるのは企業の与

条件であることがわかった。その際、注目でき
るのは各パターンと特定の与条件のあいだに 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

関係性がみられることである。すなわちパター
ン A は①需要先、B は②生産品・技術との関係

が強い。C は②生産品・技術に③進出形態との
関係が加わり、D は B に近く①需要先、②生産
品・技術との関係が強くなっている。このなか

で、例えばパターン B の②では生産財の企業な
らばプラスをもたらし、プラスチック品・成形
技術ならマイナスをもたらすことになる。この

ように企業がもつ具体的な与条件によって国
内売上、地域への影響も明らかになることで、
地域にとって、より効果的な中小企業の海外進

出支援策も可能になる。 
地域への効果という点で言えば、パターン B
が最も優れていることが明らかになった。ここ

には現状、国内だけでも競争力を発揮できるに
も係わらず、顧客の要請や経営者の先見により
進出する企業がある。とりわけ目立たない生産

財を担う企業が多く、そのため国内でも認知度
が低かったが、海外進出により国内外の顧客に
知名度を高め、新たな外需を地域にもたらして

いる。こうした企業の進出を一層図ることが地
域経済の振興にとって重要であり、そのための
支援策もみられている。また、この分析を通じ

て一部の企業への効果が変化（パターン間を移
行）していることが確認された。その際、最終
的な受け皿になっているのがパターン D である

が、ここには直接的効果を受けないにもかかわ
らずプラスの企業が多い。すなわち海外事業が
国内の営業力、技術力を向上させる契機にもな

っており、海外事業がもつ新たな意義として注
目できる。 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

 
 
 

表 パターン別プラス・マイナス・効果消失にみられる特徴  

 
影
響  

企
業
数  

顕著な特徴   
影
響  

企
業
数  

顕著な特徴  

A 

○  2 
①需要先の海外生産比率が低
い  

C 

○  13 

②金属品・プレス  
③市場・資源獲得型による進
出  
⑤複数拠点をもつ  

× 1 ①更新需要の頻度が少ない  
消
失  

4 
①需要先の海外生産比率が高
い  

B 

○  7 

①国内外で異なる需要先  
②生産財  × 8 

②労働集約性の強い生産品、
プラスチック品・成形         
③国内生産代替型による進出  

× 1 
②プラスチック品・成形  消

失  
6 
パターン D へ移行  

消
失  

2 
②プラスチック品・成形  
②海外での競合他社の台頭  

D 
○  13 

①自動車、国内外で異なる需
要先  
②金属品・切削  
⑥市場情報の入手  

（注）与条件①～⑥は本文を参照。  
（出所）筆者作成。  

× 2 
①国内外で需要先が一致  
②生産技術を移転  

 
 



 (2)研究目的２：研究目的１から国内売上の拡
大基調にある企業には「国内外の需要先が不一

致」、縮小基調にある企業からは「需要先が一
致」という成果を得たが、拡大企業では、社長
を中心とする経営を担う「コア人材」が国内親

会社に注力できる環境にある。言い換えれば、
海外子会社の経営がコア人材への負担になら
ない、海外子会社の経営の自立化している。こ

の自立化を促進するのが、一つに「海外子会社
の経営の安定」であり、もう一つが前記の「国
内外の需要先の不一致」である。これにより日

本親会社は、海外子会社とは異なる事業展開
（新規需要先の開拓、生産技術の開発）に進展
し、国内売上の拡大につなげている。 

一方、国内売上の縮小企業は、国内での需要
先との関係が海外でもそのまま維持されてい
る。それでも、かつては国内外で新・旧製品別、

高・低機種別の生産の棲み分けがあったが、現
在では現地ニーズの高度化、現地の生産技術の
レベルアップがあり、そうした関係も薄まり、

国内親会社の生産がコスト的に優位な海外に
置き代えられている。その海外には非日系競合
者が台頭しているが、技術的な競争優位を持つ

海外子会社は研究開発機能も現地化して非日
系顧客からの受注も拡大している。これにより
日本の開発部門の縮小も余儀なくされ、国内売

上はさらに縮小している。逆に、こうした優位
性をもたない海外子会社は非日系競合者との
価格競争に直面し、自立化も困難になっている。

その結果、コア人材への負担は減らず、国内の
経営にも影響も及ぼしている。近年では海外か
らの撤退を図ることで、その負担を軽減する一

方、国内事業を売上から利益重視の事業構造に
舵を切る企業もみられる。 
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